
令和７年第 424回信濃町議会定例会９月会議会議録（3日目） 

③‐26

（令和7年9月10日　午後1時45分） 

 

●議長（酒井　聡）　休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

通告の4、小川敬史議員。 

 

1、企業誘致について 

2、信濃町の未来を見据えた政策実現と計画推進について 

 

議席番号3番、小川敬史議員。 

 

◆3番（小川敬史）　議席番号3番、小川敬史です。まず、はじめに企業誘致について質

問します。現在信濃町において町内に働き先が少ないため、若い世代の多くが町外へと

働きに出ざるを得ない状況があります。特に、進学や就職を機に町を離れそのまま戻っ

てこない若者が多いことは、町の人口減少と高齢化を一層加速させる大きな要因となっ

ております。若者にとって町内に魅力がある雇用先が存在し、安定した収入と将来の展

望を描ける環境が整えば町外に流出せず町に残る、あるいは町に戻ってくる若者も増え

るはずです。そのためには、町として積極的に企業誘致を進め、町内での雇用の受け皿

を確保していく必要があります。観光や農林業といった存続産業の強化に加えて、IT関

連や製造業、リモートワーク拠点など、地域特性を生かしつつ若者が働きたいと思える

新しい分野の企業を呼び込むことが重要ではないでしょうか。そこでお伺いします。町

として企業を誘致するために具体的にどのような取り組みをしているのか伺います。 

 

●議長（酒井　聡）　鈴木町長。 

 

■町長（鈴木文雄）　ただいま頂きました小川議員からの質問にお答えいたします。お伺

いいたします。企業誘致につきましては、地域経済の持続的発展あるいは可能性を高め

るための重要な政策と位置づけておりまして、その手法や方向性につきましては、これ

までの常識にとらわれず、時代や地域の特性に応じて対応していくこととしているとこ

ろでございます。本町は、面積の大半を森林や農地が占め、豊かな自然資本を基盤とし

た農業、観光といった基幹産業が営まれております。このような自然と共生する暮らし

や産業の姿は信濃町の大きな強みであり、また、都市部をはじめとする多くの人々や企

業にとりましては付加価値の高い可能性を秘めた土地柄ではないか、というふうに認識

しているところでございます。このような町の特性を踏まえ、当町では昨年度から情報

関連産業を中心としたサテライトオフィスの誘致に取り組んでおりまして、都市部に拠

点を置きます企業との新たな接点づくりに努めております。さらに、こうした動きの中

で、本年3月には民間事業者2社と空き家の利活用や除去に関する協定を締結し、この

10月からは地域活性化企業人制度も活用しながら、企業人材が本町の課題解決に携わっ

ていただく取り組みも進めております。また、町が整備したノマドワークセンターにお



令和７年第 424回信濃町議会定例会９月会議会議録（3日目） 

③‐27

いてはすでに農業用ドローンサービスの事業者、またロボットIT技術を活用したベン

チャー企業が創業しておりまして、町の自然環境や空間的特性活かした新たな事業展開

の可能性が広がっております。これらの取り組みは、大規模工場の誘致や単純な雇用増

加を目指す従来型の企業誘致とは異なり、地域の持ち味を高く評価しつつ課題の解決に

解決しようとする民間事業者との中長期的な協働を重視しようとするものでございま

す。そして、多様な業種がそれぞれの特性を活かしながら持続的に活動できる産業構造

を築いていくことが、人口減少時代にふさわしい地域経済の在り方ではないかと考えて

いるところでございます。また、町内事業者の皆様へのヒアリングにおいても、人材の

確保が大きな課題として挙げられております。町内はもとより全国的にも生産年齢人口

の減少が避けられない中で、町内で事業を営んでおられる皆様が、安定的に雇用を維持

し、事業を継続できるよう支援することが町としての大きな使命であると考えておりま

す。このような認識の下、令和7年度には信州しなの町複業協同組合を設立し、季節性

や人手不足といった地域課題に対応した仕組み作りを進めております。今後も量よりも

質を重視し、また信濃町の自然資源や地域特性を理解し尊重しながら地域とともに歩む

企業との信頼関係をより強固なものにしてまいりたいと考えているところでございま

す。以上、現時点の状況ということで説明させていただきました。よろしくお願いいた

します。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　私が思う企業誘致というのは、いかに地元の方の雇用が生まれるか

という、私はそういう認識なんですけども、今言った信州しなの町複業協同組合も町と

しては企業誘致だと認識なのかどうか、お伺いしたいと思います。 

 

●議長（酒井　聡）　鈴木町長。 

 

■町長（鈴木文雄）　企業誘致というのとは少し違うかもしれませんけれども、若い世代

の皆さんに仕事を提供する仕組みの一つかというふうに考えています。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　ちなみにですけれども、町が考える企業誘致が実現したのは、最後

何年にどこの企業か伺いたいと思います。 

 

●議長（酒井　聡）　柄澤総務課長。 

 

■総務課長（柄澤　豊）　ちょっとその辺は認識はしておりません。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 
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◆3番（小川敬史）　なかなか認識していないことはここ数年はないんだろうなというこ

とだと思うんですけれども、信濃町に企業誘致相手から来ないという要因。町としては

どのように分析しているか伺いたいと思います。 

 

●議長（酒井　聡）　鈴木町長。 

 

■町長（鈴木文雄）　企業が信濃町に進出してこない理由ということでありますけれども、

様々な要因が絡まっているかと思いますので、これが決定打というような答えにはなら

ないかもしれないですけれども、例えば社会的に交通機関、車を中心としたモータリゼ

ーションといいますか、そういったものが非常に高度に発達する中で必ずしも町内に働

き場がなくても、例えば長野に居住していても通える、あるいは逆に信濃町において新

しい仕事を見つけることも他の地域にお住まいの方にも対応できるというような状況

があってそれが定着しているということも大きいのかなと思います。例えば申し上げる

のは町内でですね、企業に通勤されている方々というのは、役場も含めてそうなんです

が、若い世代の方々はその多くの比率で申し上げにくくて申し訳ないですけれど、長野

市内にお住まいであったり、新潟県の高田、妙高市の方にお住まいの方も大勢おられる、

というのを認識しております。ということも含めまして考えますとですね、町内に働き

場所があるないとかが、その若者が移住定住するのと必ずしも一致していない面もある

のかな、というふうには感じているところです。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。極力通告の範囲内でお願いします。続けてください。は

い、小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　なかなか企業誘致に関しては待っていてもなかなか私は来ないと思

います。私が思うには、雪にお金がかかるのが要因じゃないのかと私の中では認識して

おります。ただ、企業にとってマイナスとなり得る部分だと考えられますが、重要なの

はそれらのマイナス要因を上回るほどの信濃町がこんな魅力的ですばらしい地域なの

です。力強いアピールと熱意を持って前向きにアプローチすることだと私は思います。

この考えは一見すると根性論のようにも受け取られるかもしれませんが、しかし、地域

の強みを具体的に示し、それを企業の関心やニーズと結びつけることで、十分に説得力

のある戦略的アプローチとなるはずです。企業の進出をただ待つだけではなく、こちら

から積極的に働きかける攻めの姿勢で企業誘致に取り組む必要があると考えます。そこ

でお尋ねします。信濃町から是非本町に立地していただきたいと直接働きかけを行った

件数はこれまでどの程度あるのか伺います。 

 

●議長（酒井　聡）　柄澤総務課長。 

 

■総務課長（柄澤　豊）　それでは小川議員さんの質問にお答えします。ちょっと最初に、

前置きさせていただきますが、小川議員さんの質問の趣旨からすると、企業を誘致をし
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てそこに若者等々が働く場所があるという、そういう認識でご質問をなされているとい

うふうには感じましたので、若干私どもの方の考えで認識がずれているかもわからない

んですけれども、お答えをしたいと思います。それで、先ほどの企業が来たかどうかと

いうことなんですけれども、それに関しましては若干企業名出させていただきますが、

近年ですとサンクゼールさんかな、というふうに思います。あと、ミスズライフさんも

そうかな、というふうに思うんですけれども大分前ですかね。そんな中で、過去にはそ

ういうセンスで企業誘致を進めていたんですが、なかなか時代の変化とともに、大企業

そういった企業がこちらに来て、地元の皆さんを雇用してやるっていう、なかなかそう

いうことが進まないといいますか、ちょっと難しい、近年はそういう形になっています。

そんな中で、企業誘致は従来から推進してる政策なんですけれども、過去に交渉してき

た企業も数社あるというふうに認識していますが、近年ですと、情報関連産業のサテラ

イトオフィスの誘致を進める一環として、２社に対して町内を事業推進の拠点とするご

提案を行った事例がございます。当町では、企業誘致を一方的な立地の打診ではなくて

町の資源や課題と親和性のある企業と丁寧に関係性を築くことを重視して取り組んで

きているところでございますが、また、昨年度には内閣府のテレワーク推進の交付金を

活用して、地方進出を希望する企業と自治体とのマッチングイベントに参加いたしまし

た。それが8月と10月の2回にわたり、信濃町としてプレゼンテーションに登壇をし

まして、延べ534社の企業関係者がいたわけでございますが、その中で町の特徴、課題、

可能性について発信してきたということがございます。その結果、信濃町と個別に面談

を希望された会社は24社ございまして、直接意見交換を行い、より具体的な関心やニ

ーズに応じた情報提供を進めてまいりました。さらには、企業との関係性を深めるため、

11月ですね、信濃町主催の現地視察ツアーを開催し、13社25名の皆様に来町いただき

まして、視察当日は町内の施設見学や分野ごとの担当者と面談機会を設けるなど、町の

現場や関係者の姿勢を理解いただくよう機会を設けたということを行っています。ただ、

なかなか企業の立地判断には時間を要することも多くて、また昨今では働き方や経営戦

略の多様化が進んでいることもあって、必ずしも立地イコール拠点移転、信濃町へ移転

してくれるということに必ずしも繋がるということではないのですけれども、町といた

しましては努力をしているということはご理解を頂きたいと思います。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　ただいま町としても様々な取り組みをされているということで、私

自身知らなかったので、すごいうれしい思いで安心しました。その中でなかなか企業と

の来ていただくというのは、いろいろな様々な要因があると思うんですけども、難しい

ということも理解しました。ただ、こちらは企業との信頼関係で少しずつ継続してやっ

ていくものだと思います。また、今回がうまくいかなかったからではなく、また継続し

て信頼関係をつなげて企業誘致に向けて取り組んで頂きたい。是非若い方、40分かけて

長野市まで帰ってくる往復2時間くらいかかっちゃうわけですよね。その通勤するなら

ば長野市に住んだ方が楽だという。私も通っていたことがありますけれども、そういう
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若者も多いと思いますので、是非地元の若い方たちが、地元に残るという選択肢ができ

るように企業誘致をこれからも進めていっていただければと思います。次の質問に移り

ます。次に信濃町の未来を見据えた政策実現と計画推進について質問いたします。今回

の質問は信濃町の町民が希望を持ってこの町で暮らしていくためにはただ夢を見るだ

けではなく、これからの信濃町が直面する現実にきちんと目を向ける必要があると考え

て行うものです。まず第6次長期振興計画の後期基本計画での町長の挨拶で、人口減少

を緩和する施策の推進に加え町民のウェルビーング・幸福度の向上、住民協働のさらな

る推進、シビックプライド、地域に対する誇りや愛情の醸成、そしてSDGs持続可能な

開発目標の実践という4本の柱を基軸に据え、これらを意識した政策を展開することに

より、町民一人一人が幸せな暮らしを実感できる町づくりを目指すこととしましたと書

かれています。こうした理念がしっかりと掲げられている点は評価すべきですが、今後

予想される人口の減少などの課題に対して、これらの理念をどのように具体的な政策と

して実現していくのか、そしてそれを町民の生活にどのように反映させていくのかが今

後ますます重要になると考えます。そこで伺いますが、これから5年後、10年後、そし

て20年後、将来的な人口推計や年齢構成の変化、労働人口、生産年齢人口の推移につ

いて伺います。 

 

●議長（酒井　聡）　柄澤総務課長。 

 

■総務課長（柄澤　豊）　それでは私の方からお答えさせていただきます。信濃町の将来

人口についてですが、国勢調査の人口数値をベースにこのご質問にはお答えさせていた

だきますが、前回2020年、町の人口が7739人でしたが、これが2030年には6330人、

2035年には5659人、2045年には4382人と予測しており、今後20年で約4割近くの減

少が見込まれています。それで年齢構成別にちょっと分析をしますと、年少人口、それ

から生産年齢人口、老年人口の3区分で見ておりまして、まず0歳から14歳の年少人

口は2020年時点で全体の8.5パーセントでしたが、見込みでは2045年には5.4パーセ

ントまで低下する見込みです。次に、15歳から64歳の生産年齢人口については2020年

で47.3パーセントでしたが、2045年には37.7パーセントと大きく減少する見通しです。

64歳以下については絶対数にすると2020年と比べて約45パーセント程度まで落ち込む

計算になります。一方で、65歳以上の老年人口は2020年で44.2パーセントだったのが、

2045年には56.9パーセント、人口の過半を超えると見込んでいます。つまり、年少人

口と生産年齢人口が減り、老年人口が増えるという人口構造の大きな変化が進んでいく

んだろうというふうに考えております。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　ただいま、信濃町においての5年後、10年後、20年後は4382人と

なるという国勢調査の推移について答弁がありましたが、一方で第6次長期振興計画に

おいて人口の推移に対しては、様々な施策を展開することで目標人口が定められていま
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す。その中間年である令和6年の人口は7600人、最終年である令和11年の目標人口は

7000人とされています。しかし、令和7年度の人口目標値については明記されていませ

ん。そこで伺いますが町としては単年度ごとに目標人口を設定しているのか、また現在

8月1日時点の人口は7444人という数字は町が設定している目標人口と比較して上回っ

ているのか、それとも下回っているのか、どのように認識しているか町の見解を伺いま

す。 

 

●議長（酒井　聡）　柄澤総務課長。 

 

■総務課長（柄澤　豊）　それではこの件につきましても私の方から申し上げますが、長

期振興計画につきましては、ちょっと分かりづらくて申し訳ないんですが、今ほどの答

弁の中で、国勢調査を基にした数値で申し上げましたが、長期振興計画は住民基本台帳

ベースになっておりまして換算して申し上げますけれども、目標人口の設定が2029年

令和11年に、いわゆる長期振興計画では住民基本台帳ベースで7000人という人口目標

を定めています。これ、国勢調査の実人口ベースに換算しますと、大体300人ぐらい減

りますので6700人という数字に置き換えて比較してみますが、そうしますと、2020年

の国勢調査に基づく将来人口推計が6330人ということでしたので、370人ほど少ない結

果になります。こうした状況を見ますと、途中経過として見た場合、現時点では当町の

人口は目標水準を下回っているというふうに認識、分析はしているところでございます。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　町が設定している目標より残念ながら下回っているということです

けれども、まず町としても単年度ごとの目標設定をしっかりするべきかなと私は思いま

す。民間の例えば営業会社なんかですとね、週単位だったり月単位、年単位で目標設定

して、それに向かってチームだったり、個人だったりが一つになって進んでいきます。

その上でですね、毎年どれだけ定住者を増やすか、出生数をどう伸ばすかといった具体

的な数値目標を設定することで、政策が見え、町民との共有や連携も一層図りやすくな

ると考えます。次に、目標値との差異やその要因について、町としてどのような分析を

しているのか伺います。 

 

●議長（酒井　聡）　柄澤総務課長。 

 

■総務課長（柄澤　豊）　目標と実績のかい離要因についてですが、出生・死亡を中心と

した自然動態と、転入転出を含む社会動態の2つに大別されます。当町では、特に社会

動態の改善、すなわち転入超過の実現に重点を置いて移住定住施策に取り組んでまいり

ました。一例として、30代前半の夫婦と小学生の子供の一人からなる3人家族でみた場

合、年間25世帯ずつ当町に移住してきた場合、2030年には6800人ということで、いわ

ゆる目標人口を維持することが可能となる試算になっています。ただし、仮にこの水準
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の転入を継続できたとしても、団塊世代、それから団塊ジュニア世代の大量のいわゆる

自然減によりまして2050年には6800人、2060年には更に減少する見通しとなるところ

です。ただですね、2016年度以降に本格展開してきた移住定住施策により影響もありま

して2015年時点で将来人口推計に比べて2020年時点の実績は改善はしておりまして、

なかなか自然動態について手を打つかというと難しいんですけれども、移住定住施策の

推進と、いわゆる転入超過の施策を打つことによって一定の成果があったというふうに

は分析しているところでございます。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　ただいま、目標値との差異やその要因について各課でも人口の目標

値には達していないけれど、一定の成果はあったというご答弁でしたが、そこで伺いま

す。今後ですね、人口減少が一層進行した場合、町の予算規模は5年後、10年後、20

年後とどの程度縮小すると見込んでいるのか。また財源の縮小に伴い、町としてどのよ

うな行政サービスの低下や制約が生じる可能性があると認識されているのか、具体的に

お示しいただきたいと思います。 

 

●議長（酒井　聡）　柄澤総務課長。 

 

■総務課長（柄澤　豊）　それでは、まずご質問の後者の方の行政サービスへの影響につ

いて先に答弁をさせていただきますが、その影響については、当町だけでなくてどの自

治体においても影響があるであろう課題で、大きな負担を伴うものとして、公共施設の

更新であるとか維持管理費用の負担増の課題、それから公共交通や移動支援の在り方の

課題、医療・介護・福祉分野における費用の増加や人材不足の課題、少子化における保

育所等の適正配置の課題、あとこれも公共施設等の更新等も重なりますが、上下水道な

ど基盤インフラの更新の課題、これらが大きな負担を伴うものかな、ということでござ

います。これら以外にも集落の維持ですとか、消防団員の確保ですとか、町内各種活動

団体の人員確保など、いわゆる人的面において様々な課題が考えられます。これらの課

題に対して行政サービスの水準を維持していかなければなりませんが、少子高齢化と人

口減少が同時に進行している現在、効率よく重点化して政策を推進するなど、従来以上

に持続可能な自治体運営が求められているものと認識をしているところでございます。

次に予算規模の見通しでございます。少子高齢化と人口減少が同時に進行している現在、

人口の減少と生産年齢人口の減少に伴い税収も減り、交付税も影響してきますので、歳

入が減ってくることは事実だというふうに思います。それでは、5年後、10年後、20年

後とどの程度減少してくるかについてはちょっと申し訳ないんですが、財政シミュレー

ションをしないと現時点で具体的な数字は申し上げられないんですけれども、このとこ

ろ新病院の建設、それからし尿処理施設の整備といった大型工事費が未確定だったこと

もあり、病院建設を計画時に策定した財政シミュレーションを見直しておりませんでし

たので、前回の財政シミュレーション策定以降、物価高騰の影響も想定よりも増加して
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おりますし、現在の状況にあった財政シミュレーションを財政係の方で本年度末までに

作成したいという考えを持っていますので、現時点では具体的な数字は申し上げられま

せんが、よろしくお願いしたいと思います。歳入は減るであろうということは現実のこ

とだと思います。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　ただいまの答弁では、今後5年後、10年後、20年後と町の予算規模

は段階的に縮小し、金額の面は財政シミュレーションですかね、やってくださるという

ことなんで、こちらを議会の方にも出していただければと思います。それに伴い行政サ

ービスの水準も低下する可能性があるとの見解を頂きました。人口減少して何もいいこ

とがないことが今回はっきり分かったので、何かしらの対策はこれから考えていかない

となと思うところでございます。次に、人口減少が続く中、9月1日には新病院がオー

プンしましたが、町の財政が厳しい中で、今後も病院経営を安定的に維持していくのか

不安の声が上がっています。現在、町から病院への基準外繰入額は、年間1億2000万

に上っています。こうした状況を踏まえ、町長の見解を伺います。まず、町の一般会計

から病院会計への基準外繰入れについて、現地での基本的な考え方を伺いたいと思いま

す。 

 

●議長（酒井　聡）　鈴木町長。 

 

■町長（鈴木文雄）　病院事業に対する基準外繰入れというということかと思います。ご

指摘のとおり、病院の運営は病院の収支だけでは賄いきれないということで、町の一般

会計から繰入れをさせていただいております。その中には交付税措置のある基準内繰入

れ、これが3分の2くらいだと思います。ただし、細かい数字を持ち合わせていないの

ですが3分の1は基準外ということで、町の一般財務をそのまま充当している状況であ

ります。昨日、一昨日の病院の運営について報告があったとおりでありますが、この状

態を将来にわたって継続していくことは、町の財政にとっても、あるいは病院の単独の

運営にとっても、好ましいものではないというふうには認識しておりますので、基準外

繰入れだけでなく、基準内についても見直しをしながら、繰入総額の減少に向けて取り

組んでいかなければならないというふうに認識しております。具体的な方法といたしま

しては、やはり病院の利用者の数を確保することがまずは必要であろうかと思っており

ますので、町内だけでなく近隣の飯綱町、それから妙高市の皆さんにもご利用いただけ

るように情報提供、そしてまた診療内容の拡充等を含めて信頼される病院としての役割

を担っていくことがまずは必要ではないと考えております。答えになったかどうかは不

安でありますが、現時点で考えているということを申し上げさせていただきました、以

上です。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 
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◆3番（小川敬史）　ただいま町長から、将来的に基準外繰入れについて見直しや病院自

体の利用者を増やす努力をするという答弁を頂きましたが、これから新病院になったこ

とで、これまで町内外で通院されていなかった方々も足を運んでくださる可能性もあり

ます。9月1日からは新病院も開院し、建物はきれいになり、整備され、医療機器も最

新の設備が整っております。しかしながら、病院は新しくなったが中身は変わっていな

いと言われてしまっては意味がありません。ただ、福祉の観点から、町立病院の赤字は

仕方ないものの町の一般財源からの基準外繰入れに一定の上限を設け、その中で病院の

自主的な経営努力が私も必要だと考えます。次に上下水道のインフラ維持について質問

しようと思いましたが、同僚議員が質問しましたので省略させていただきます。さて、

人口減少は単なる数字上の問題に留まらず、町民税や固定資産税といった自主財源を始

め、各種使用料手数料収入にも直接的な影響を及ぼします。そこで町として人口減少対

策として何に力を入れているか伺います。 

 

●議長（酒井　聡）　鈴木町長。 

 

■町長（鈴木文雄）　町の人口減少対策の具体的な内容ということかと思います。当町に

おきます人口減少への対応につきましては、今後とも引き続き人口が自然体でいけば減

少していくんだという現実を真正面から受け止めた上で、将来に亘って持続可能な地域

社会を築いていくために何が必要かということをまずは考えていただければというと

ころでございます。例えば、国の政策を見ますとですね、安倍政権の時代には、地方創

生1.0というようなことで人口減少に歯止めをかけるということに重点が置かれすぎて、

例えば個別の自治体がそれぞれの子育て支援、移住促進などに取り組んでまいったとこ

ろではありますが、結果として自治体間での人口の奪い合いというような構図が生まれ

たというふうにも感じております。そうした中で、今回、石破政権になりましてからは

地方創生2.0というようなことで、これは少し変化いたしまして、定住人口の維持に加

えまして、関係人口の拡大ということを打ち出した地域づくりが目標に設定されたとこ

ろであります。そういった中で私どもといたしましては、移住定住政策の柱といたしま

して、若者世代や子育て世代を対象といたしました家賃補助あるいは空き家の利活用、

あるいはUIJターン者への就業支援金、移住体験施設等の整備などに、これからも取り

組んでまいりたいと思っております。また、関係人口の創出に向けましては現在もです

ね、信濃町ファンクラブの運用を始めといたしまして、情報発信あるいは交流イベント

の開催等を通じまして、町民同士がですね、様々な形で関わっていただく、そんなプラ

ットフォームを用意したところでありますが、これに加えましてですね、さらなる仕組

み作り、あるいはイベント等の開催を通じて、広く信濃町の特性と言いましょうか持ち

味を広く社会に訴えていきたいというふうに感じております。以上です。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　ただいま、町長から、関係人口の創出だったり、信濃町の持ち味を
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社会に伝えていく、というご答弁がありました。確かに関係人口、私今増えていると思

いました。信濃町の良さに気づいた方がすごい多くなってきている。それは担当課の努

力だと思います。しかしながら、私がこれまで繰り返し強く訴えてきたとおり、人口減

少対策について今必要なのは、私は住宅環境の整備であることをここで改めて強く強調

させていただきます。実際に住みたいが住む場所が見つからないという深刻な状況が存

在しており、これが移住希望者や定住促進に大きな妨げとなっております。特に、若年

層や子育て世代、単身者向けの賃貸住宅が極めて限られており、結果として移住を断念

せざるを得ないケースも少なくはありません。私は、この問題についてすでに4年前か

ら議会で継続的に質問してまいりました。しかし、現時点においても抜本的な改善には

至っておりません。まずは、住環境の整備を最優先に位置づける必要があるのではない

でしょうか。例えば具体的には以下のような政策が必要だと考えます。1つ目として、

空き家バンクへの一定期間の登録を条件として空き家を賃貸物件として活用するため

のリフォーム費用に対し、床面積に応じて最大100万円の補助制度の創設。2つ目とし

て、民間による賃貸住宅建設に対する補助金の増額です。もちろん財政的制約はあるこ

とは十分に承知しておりますが、令和6年12月議会における当時の総務課長の答弁で

は、単身向け住宅の戸数が現在の31戸の倍程度は必要ではないかとの見解が示された

のも、町としてこの問題の深刻さを認識していればなおさら実行に移すべきだと思いま

す。時間がないので1個質問を飛ばしまして最後に、リゾート開発を進める企業、PCG

の進出が予定されており、地域経済や観光振興に対して大きなプラス効果が期待されて

います。また、信州しなの町複業協同組合や地域おこし協力隊の受入体制強化も、今後

の信濃町にとって非常に重要な取り組みであると考えます。それらに伴い、これらの活

動に関わる人々の生活基盤としての住環境の整備は不可欠です。さらに、町役場職員の

50パーセント以上が町外から通勤しているという現状も踏まえると、町内に安心して暮

らせる住宅が十分に確保してないことは明らかであり、抜本的な対策が強く求められま

す。最後に、こうした現状に対して、町長そして副町長にもどのようにお考えかお伺い

したいと思います。 

 

●議長（酒井　聡）　鈴木町長。 

 

■町長（鈴木文雄）　住宅の安定的な供給提供についてのお尋ねということであります。

議員ご指摘のとおり、移住定住を目指す方々、そしてまたご指摘がありましたように、

役場職員も含めて若い皆さんが移住定住をしようとする際の住宅がないということは、

ご指摘のとおりかと思っております。ご提案いただきましたように、空き家の利活用で

あったり、民間事業者のアパート建設に対する補助金の拡充であったりというようなこ

とは、今後とも引き続き、本当に待ったなしで解決なければならない課題だと思ってお

りますので、皆さんからも問い合わせも頂いておりますので、内容を十分に確認させて

いただきながら、結果的に住宅の建設が早期に実現できますよう対応していきたいと思

っております。以上です。 
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●議長（酒井　聡）　小林副町長。 

 

■副町長（小林義之）　私の方では職員は50パーセントという形なんですけれども、やは

り防災面ですとかそういう部分では地元の近間から駆けつけていただくというのが重

要だと思っております。また、これから75歳以上も増えていくような人口構成になっ

て、空き家もこれから増えていくということもありますので、リフォームの補助ですと

か、そういう部分ではやはり活用していくべきであると思っていますし、先ほど申され

ました民間賃貸住宅の補助の拡大、拡充についても、前回からもお話を頂いております

が、そこらへんについても見直しについて検討させていただいているところでございま

す。以上です。 

 

●議長（酒井　聡）　小川議員。 

 

◆3番（小川敬史）　最後に繰り返しになりますが、人口減少に歯止めをかけるためには

まず住環境の整備を優先的に進めるべきだと考えます。私自身、移住定住に関わる団体

に属し、町内を歩きながら多くの方々の声を伺ってまいりました。その中でも特に求め

られているのが賃貸住宅の不足であります。また、私自身もこの1年で売買2件、賃貸

2件の移住希望者のお世話をさせていただきましたが、その過程でも住まいが確保でき

るかどうかが定住に直結する大きなポイントであることを痛感しております。こうした

現場の声を深く受け止め、町として最優先で取り組む課題であると申し上げ、私の一般

質問を終わります。 

 

●議長（酒井　聡）　以上で小川敬史議員の一般質問を終わります。この際2時50分まで

休憩といたします。 

 

（終了　午後2時36分）


